








































































































































6.1　 Kanbur-Keen-Tuomala (1994) の貧困最小化モデル









































































































































(1994) は能力分布の分散を大きくすることで，逆 U 字型の限界税率が望ましくなることを，














































































































































































は，米国の EITC（勤労所得税額控除; Earned Income Tax Credit）と CTC（児童税額控除;
Child Tax Credit），英国のWTC（就労税額控除; Working Tax Credit）と CTC（児童税
額控除; Child Tax Credit），オランダの EPTC（被用者税額控除; Employed Person's Tax
Credit），カナダの GST/HST Credit（財・サービス税／統合売上税税額控除; Goods and
Services Tax/Harmonized Sales Tax Credit）と CCTB（カナダ児童手当; Canada Child Tax
Benet），WITB (就労所得手当; Working Income Tax Benet)，を取り上げ，それぞれの受
給条件や受給額といった制度設計について紹介している。
終章では，本論文の非線形最適所得税の理論的分析からの政策的含意として，第 8章 4節で
見た給付付き税額控除制度が，わが国の労働所得税と所得移転が抱える問題点や消費税の逆進
性緩和の問題に対する処方箋となるかを検討している。
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給付付き税額控除制度の導入はわが国の労働所得税と所得移転の問題点の多くを解消すると
考えられる。特に就労可能な貧困者の就労インセンティブへ配慮した形で制度設計できること
が重要であろう。税制と移転支出制度が統合されているので，制度間の整合性も保たれ，高い
捕捉率（受給率）と低い行政費用が期待できる。このような利点により，ワーキング・プアへ
の所得移転を可能にし，より多くの低所得者への再分配が可能となる。また，消費税の所得に
関する逆進性への対応としても給付付き税額控除は有用である。本論文の第 II 部で見たよう
に，そもそも最適なタックス・ミックスの理論において，所得再分配は所得税や移転支出にお
いて対応すべきである。そして，消費税の複数税率化は，政府による所得再分配の阻害要因を
緩和できるか，それ自体に貧困緩和の役割が生じる場合に，正当化される。その意味で，所得
税制の中で社会保障給付と統合・一体化することで，その再分配機能を回復させることは，最
適なタックス・ミックスの理論と整合的といえる。給付付き税額控除制度の適格児童数により
受給額が増加する特徴に関しても，第 7章で見たように，政府が家計の就業インセンティブに
配慮しつつ，世帯規模による担税力の調整を行い，子どものいる世帯を重視する場合には正当
化されるであろう。
給付付き税額控除の具体的な制度設計には，“負の所得税型の所得移転”と“負の限界税率型
の所得移転”という 2つの方法がある。わが国への導入に向けて実際の制度設計を考察する際
には，本論文の第 I部で見たように，家計の労働供給行動として，「就業の選択」と「労働時間
の選択」のどちらを念頭に置くかが問題となる。言い換えれば，低所得者層の労働供給を促進
する場合には“負の限界税率型”が，中高所得者層の労働供給を重視する場合には“負の所得
税型”が，望ましいといえよう。わが国においても，どちらの労働供給反応を重視し，そして
どの所得階層を重視するかを念頭に置きながら，税制による内生的な所得移転を制度設計する
必要がある。最後に，給付付き税額控除制度導入への課題や問題点を明らかにするとともに，
理論的研究における今後の課題を提示し，本論文の結びとしている。
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